
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
秋田県 男鹿市秋田県 男鹿市秋田県 男鹿市秋田県 男鹿市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

33,164
240.80

10,726,188
16,924,489
16,510,917

352,072

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.44][0.44][0.44][0.44]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

58/12858/12858/12858/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

0.330.330.330.33
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0.450.450.450.45
0.460.460.460.460.460.460.460.460.450.450.450.450.420.420.420.42

H21H20H19H18H17

0.440.440.440.44
0.450.450.450.450.450.450.450.450.420.420.420.420.390.390.390.39

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [90.2%][90.2%][90.2%][90.2%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

51/12851/12851/12851/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

90.190.190.190.1
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94.194.194.194.1

H21H20H19H18H17

90.290.290.290.2

94.494.494.494.494.994.994.994.994.694.694.694.6

92.792.792.792.7

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[133133133133,,,,838838838838円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

66/12866/12866/12866/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

140,079140,079140,079140,079
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132,082132,082132,082132,082130,591130,591130,591130,591
143,738143,738143,738143,738

H21H20H19H18H17

133,838133,838133,838133,838
128,347128,347128,347128,347

132,501132,501132,501132,501135,510135,510135,510135,510
150,253150,253150,253150,253

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [92.6][92.6][92.6][92.6]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

18/12818/12818/12818/128
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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H21H20H19H18H17

92.692.692.692.6
92.092.092.092.092.692.692.692.6

90.990.990.990.989.589.589.589.5

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[9999....59595959人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

65/12865/12865/12865/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

9.639.639.639.63

(人)
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9.509.509.509.509.719.719.719.719.609.609.609.6010.2310.2310.2310.23

H21H20H19H18H17

9.599.599.599.59

9.639.639.639.6310.0610.0610.0610.0610.5310.5310.5310.5310.8210.8210.8210.82

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [14.7%][14.7%][14.7%][14.7%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

50/12850/12850/12850/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

16.716.716.716.7

(%)
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H21H20H19H18H17

14.714.714.714.715.015.015.015.015.215.215.215.215.315.315.315.314.614.614.614.6

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [158.7%][158.7%][158.7%][158.7%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

97/12897/12897/12897/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

136.4136.4136.4136.4

(%)
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158.7158.7158.7158.7
168.6168.6168.6168.6161.7161.7161.7161.7

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

男鹿市男鹿市男鹿市男鹿市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄

・財政力指数　　０．４４

　低迷する市内経済の影響で、個人市民税及び法人市民税などが減収し、類似団体の平均を
０．０１ポイント下回っている。今後は、第２次男鹿市行政改革大綱に基づき、歳出の徹底した削
減や税の収納率向上に努めるほか、市内経済の活性化対策や雇用対策等に配意していく。

・経常収支比率　　９０．２％

　類似団体の平均を、０．７ポイント下回ったほか、前年度より４．２ポイント改善した。主な要因と
しては、第１次男鹿市行政改革大綱に基づき、職員の定員管理の適正化と給与等の見直しによ
る人件費の削減、経常経費の節減、投資的事業の財源となる市債の単年度発行額を１２億円以
内に抑制したことによる公債費の減少など、経常経費充当一般財源の削減が図られた。また、
経常一般財源で大きな割合を占める普通交付税が前年度より２億６千万円増えたほか、臨時財
政対策債が２億１千万円増えたことが大きな要因となっている。今後も、２１年１２月に策定した
第２次男鹿市行政改革大綱に基づき、財政構造の弾力性確保に努める。

・人口１人当たり人件費・物件費等決算額　　　１３３，８３８円

　前年度より５，４９１円増えたものの、類似団体の平均を４，６４６円下回っている。前年度より増
えた要因としては、国の地域活性化交付金事業費や緊急雇用創出臨時対策基金事業費などに
より、地域の活性化対策事業、雇用の確保に努めたことで、物件費が２億６千万円増えたこと
と、人口が５７４人減少したことによる。今後も、市内経済の活性化に配意しながら、退職者の一
部不補充や組織・機構の再整備による人件費の抑制、経常経費の節減に努める。

・将来負担比率　　　１５８．７％

　前年度より９．９ポイント減少したものの、類似団体の平均を３５．６ポイント上回っている。前年
度より減少した主な要因としては、将来負担となる一般会計等の当該年度末における地方債現
在高や債務負担行為に基づく支出予定額が減少したほか、将来負担の財源となる財政調整基
金現在高や普通交付税の増により標準財政規模が大幅に増加したことによる。今後は、後年度
負担となる投資的事業の財源となる市債の単年度発行額を１０億円以内に抑制するなど、行政
改革大綱に基づいた財政運営に努める。

・実質公債費比率　　　１４．７％

　類似団体の平均を１．０ポイント下回っている。今後も、第２次行政改革大綱で設定した投資的
事業の財源となる市債の単年度発行額を１０億円以内に抑制し、後年度負担の軽減に努める。
また、下水道事業等においても、事業の費用対効果等の見直しを行い、公債費負担の軽減に努
める。

・人口千人当たり職員数　　　９．５９人

　類似団体の平均を０．０３人上回っている。今後は、市民のニーズ、事務事業や業務の配分な
どに配意しながら、平成２６年度までに一般会計及び企業局の職員数を、平成２１年度対比で１
０％の削減に努める。

・ラスパイレス指数　　　　９２．６

　類似団体の平均より低い水準にある。今後も、国・県の動向を踏まえ、給与の適正化等に努め
る。


